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株式会社ソルネットの株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 当社は、平成１９年９月２８日開催の取締役会において、株式会社ソルネット（以下、ソルネットという）の

全株式を新日本製鐵株式会社(以下、新日鐵という)および新日鉄ソリューションズ株式会社（以下、新日鉄

ソリューションズという）から取得し、連結対象とすることを決議しましたので、お知らせします。 

 

記 

１． 株式取得の理由 

 

ソルネットは新日鐵および新日鉄ソリューションズが出資する、北九州地域においては有数の大手情報

サービス会社です。ソルネットは、生産管理システム、流通事業システム、自治体システム、医療システム、

一般基幹業務システムなどを主たる事業としており、北九州地域を中心に300社を越すお客様への幅広い

IT関連サービスを展開しております。 

当社といたしましても、西日本地区における事業基盤の強化、ソルネットのＳＥリソースの活用、および当

社グループ（ＪＢグループ）とソルネットとの間の協業推進によるお客様満足度の向上とビジネスの拡大を狙

いとして、このたび新日鐵および新日鉄ソリューションズよりソルネットの株式を譲り受けることとしたもので

す。 

 

 

２．ソルネットの概要 

 

 （１）商号：  株式会社ソルネット 

 （２）代表者：  代表取締役社長 谷本 進治 

 （３）所在地：  福岡県北九州市八幡東区中央二丁目８番１３号 

 （４）設 立：  1967年(昭和42年)2月3日 

 （５）主な事業：  ソフトウェア開発事業、ネットワーク事業、システム関連機器・ソフト販売事業、 

サポートｻｰﾋﾞｽ事業、インターネットビジネス・サポート事業、地図・地理・図面 

管理システム事業、ならびに製造システム事業 



 （６）決算期：  ３月 

 （７）従業員数：  ２５１名（平成１９年４月１日現在） 

 （８）主な事業所： 本社：      福岡県北九州市八幡東区中央二丁目８番１３号 

   東京オフィス： 東京都中央区築地七丁目５番３号 

 （９）資本の額：  ４０百万円  

 （１０）発行済株式総数： ８０，０００株 

 （１１）大株主構成および所有割合：  

新日本製鐵株式会社     ５２，８００株 （所有割合 66％） 

   新日鉄ソリューションズ株式会社 ２７，２００株 （所有割合 34％） 

 （１１）最近事業年度における業績の動向： 

 

 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 

売上高 4,256百万円 4,131百万円 4,331百万円

売上総利益 348百万円 372百万円 371百万円

営業利益 129百万円 139百万円 150百万円

経常利益 117百万円 137百万円 112百万円

当期純利益 67百万円 75百万円 61百万円

総資産 2301百万円 2,530百万円 2,354百万円

純資産 188百万円 332百万円 383百万円

 

 

３．株式の取得先：  

 

（１） 商号：  新日本製鐵株式会社 

（２） 代表者：  代表取締役社長 三村 明夫 

（３） 本店所在地： 東京都千代田区大手町二丁目６番３号 

（４） 主な事業内容： 鉄鋼の製造、販売等 

（５）当社との関係： なし 

 

（１） 商号：  新日鉄ソリューションズ株式会社 

（２） 代表者：  代表取締役社長 北川 三雄 

（３） 本店所在地： 東京都中央区新川二丁目２０－１５ 

（４） 主な事業内容： 経営及びシステムに関するコンサルテーション、情報システムに関する企画・設 

計･開発・構築・運用・保守および管理、情報システムに関するソフトウェアおよ

びハードウェアの開発・製造ならびに販売および賃貸、ITを用いたアウトソーシ

ングサービスその他各種サービス 

（５） 当社との関係： なし 
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４．取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 

 

（１） 異動前の所有株式数：      ０株 （所有割合 ０％） 

（２） 取得株式数：  ８０，０００株  

（３） 異動後の所有株式数： ８０，０００株 （所有割合 １００％） 

 

 本件における取得の対価は３００百万円であります。 

 

５．日程：  取締役会決議：  平成１９年９月２８日 

株券引渡し期日：  平成１９年１１月１日 

 

 

６．今後の見通し 

 

 本件が当社の当期の連結業績に及ぼす影響は軽微であり、現在のところ、通期の連結業績予想に変更

はございません。今後修正の必要が生じました場合には、適宜開示いたします。 

 

 

         以上  
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